資料5 
平成２７年度 大阪府福祉基金地域福祉振興助成金募集要領　（一部抜粋）
は じ め に

「大阪府福祉基金」は、府民の皆様からのご寄附を積み立てて運用している制度です。
大阪府では､福祉の向上のために寄せられた温かいご厚志を踏まえ､この基金の運用益等を活用し「地域福祉振興助成金」として、府民の自主的な社会福祉活動を支援しています。

　「地域福祉振興助成金」は、今年度も活動費助成、地域福祉推進助成について募集しますので、本要領をよくご参照の上、申請してください。
なお、平成２７年度より「大阪府福祉基金地域福祉振興助成金交付申請書」等にかかる様式を変更

しましたので、申請にあたってはご注意ください。※平成２６年度以前の様式は使用しないでください。

	平成２７年度　（変更後）
	平成２６年度　（変更前）

	様式第１号その１・その２、様式第２号その１・その２
「大阪府福祉基金地域福祉振興助成金　交付申請書」
	様式第１号、第４号　
「大阪府福祉基金地域福祉振興助成金　交付申請書」

	様式第１号その３、様式第２号その３
「申請事業予算書（助成金額計算書）」
	様式第２号、第５号　　「助成金額計算書」
※様式第３号、第６号 「申請事業予算書（見込み）」は廃止

	様式第２号その４
「施策推進公募型事業　アピール資料」
	様式第７号
「施策推進公募型事業　アピール資料」

	様式第４号　「暴力団等審査情報」
	様式第９号　「暴力団等審査情報」


１　平成２７年度のスケジュール
１ 申請受付期間　　　　平成２７年１月２６日（月）～平成２７年２月２０日（金）
（受付最終日までの消印有効）

※受付時間　月・水・金・土曜日　9時～17時　火・木曜日　9時～21時

※閉所日　日曜日・祝日
※持参することができない場合は郵送でも結構です。
２ 大阪府地域福祉推進審議会        ５月下旬頃

福祉基金運営分科会の審査　　　　　　
３ 助成団体・助成金額の決定通知　　　　６月下旬頃
４ 助成金支払　　　　８月初旬頃
５ 助成対象事業期間　　　　平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日
（事業の実施とともに、上記期間中に経費支出が完了するものに限ります。）
２　助成対象団体

大阪府内で障がい者や高齢者、児童などへの支援等、府民福祉の向上に寄与する活動を行っている団体。

注1） 非営利団体であること。法人格の有無は問いません。

注2） 団体の定款等を定めている必要があります。

注3） 団体及び団体の役員が次の各号のいずれにも該当しないこと。

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する「暴力団」をいう。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力団員」を
いう。）
（３）暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」をいう。）
（４）法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその
執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者
（５）公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第４９条第１項に規定する
排除措置命令又は同法第５０条第１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日
又はその納付が完了した日から１年を経過しない者
３　助成総額
助成総額は、大阪府議会での審議を経て決定されます。（平成２７年３月予定）　

審議結果によっては、助成金が交付されない場合があります。
注）助成は、助成総額の範囲内で助成を行います。申請金額によっては、助成額が申請額を下回る場合があります。
４　助成対象事業
①地域福祉活動の振興に寄与する事業

②府民の福祉意識の向上に寄与する事業　 (詳細は以下のとおり）
	１．　活動費助成（草の根活動への助成）

	
	目的
	障がい者や高齢者、児童等の福祉の向上に寄与することを目的として実施する事業

	
	対象事業
	（１）　福祉活動機器購入　　　　　　　　
（２）　社会参加推進

（３）　講演会等開催　　　　　　　　　　　
（４）　普及啓発
（５）　その他

	
	限度額
	上限20万円

	
	詳細内容
	3～4ページ（4-1活動費助成　①対象事業・②対象経費）をご覧ください

	２．　地域福祉推進助成

	
	目的
	府民の地域福祉活動への参加を促進するための基盤となる事業や、障がい者や高齢者等の社会参加・自立支援、児童の健全育成等に寄与する事業で、先駆的かつ今後の発展性が認められる事業

	
	対象事業
	（１）　施策推進公募型事業　（テーマⅠ、テーマⅡ）

	
	
	（２）「その他」事業　（「アートを活かした障がい者の就労支援事業」）

	
	限度額
	（１）　施策推進公募型事業⇒上限100万円

	
	
	（２）　「その他」事業⇒上限500万円

	
	詳細内容
	（１）　施策推進公募型事業⇒5～6ページをご覧ください

	
	
	（２）　「その他」事業⇒5、7ページをご覧ください



【注意】助成対象とはならない事業
　（以下の事業は、助成金の対象とはなりません）
1． 団体の運営を目的とする事業
2． 要援護者に対し、金品を直接に支給する事業

3． 介護保険制度や障がい者自立支援制度などの公的サービスの対象となる事業
4． 府や市町村等の負担金、補助金の対象となる事業
5． 府や市町村からの助成金、その他の助成等を重複して申請している事業又は、申請を予定している事業
6． 営利を目的とする事業
7． 大阪府民を対象としていない事業
４－２　地域福祉推進助成　対象事業
	（１）　施策推進公募型事業

	
	内容
	留意事項

	対象事業
	【テーマⅠ】
　『若年性認知症の発症初期の「空白の期間」解消を目的としたモデルとなる事業』

【テーマⅡ】
　『ＤＶ被害者等とその子どもの回復支援・居場所作りモデル事業』
	☆詳しくは、6ページ（(1)施策推進公募型事業　①募集テーマ、②対象経費、③審査基準）をご参照ください。
☆対象事業への助成は単年度限りとなります。また、助成決定された団体は翌年度の同一テーマの施策推進公募型事業への申請はできません。

	限　度　額
	上限１００万円
	☆助成金額は、助成対象と認めた額（助成対象経費）の２分の１以内です。

	採択予定
事業数
	若干（平成２６年度は１件）
	☆予算の範囲内において、助成事業を採択します。

	（２）　「その他」事業

	
	内容
	留意事項

	対象事業
	「アートを活かした障がい者の
就労支援事業～障がい者の現代アート市場への参入支援システムづくり～」
	☆詳しくは7ページ（(2)「その他」事業　①募集について、②対象経費、③審査基準）をご参照ください。
☆本助成事業は平成２７～２９年度までの３年間実施します。ただし、毎年申請し、審査を受けることが必要です。

	限　度　額
	上限５００万円
	☆申請にあたっては、大阪府福祉基金地域福祉振興助成金以外の収入が、収入合計（支出合計）の10％以上必要です。（10％以上ない場合は申請できません。）

	採択予定
事業数
	１件
	☆予算の範囲内において、助成事業を採択します。


注１）同一団体が、同じ年度で申請できるのは１事業です。

「活動費助成」と「地域福祉推進助成」を同年度に併せて申請することはできません。
また、施策推進公募型事業及び「その他」事業から複数の事業を申請することはできません。
同一団体とみなされる場合は、助成対象とはなりません。（説明を求めることがあります。）
注２）機材や備品の購入のみを目的とした内容については、助成対象として認めません。
注３）実施団体自らが、事業成果を広く積極的に公表することが必要です。
(２)　「その他」事業　①募集について
『アートを活かした障がい者の就労支援事業～障がい者の現代アート市場への参入支援システムづくり～』
障がい者にとっての創作活動は、自立と社会参加を図るうえで大きな意義を有しており、また、その創作活動は
「福祉」の枠を超えて、「美術（アート）」の世界でその表現力、才能が認められ、評価されるという可能性を秘めて
います。

しかしながら、現状は、障がい特性や創作環境の違いから障がい者のアート市場への参入が困難な状況にあり、
芸術的な才能や価値ある作品が見過ごされ、芸術的な評価に基づき収入を得る機会が十分に得られておらず、
障がい者の自立につながっていません。

そこで、障がい者が創作した作品（※１）のアート市場への参入を支援し、創作活動を活かした障がい者の自立を
目指すため、作品の販売支援及びギャラリー等への仲介や、作品売買に伴う著作権等の権利保護・契約手続等の
サポートなどの具体的な取組みを行う事業を募集します。
（※１）　大阪府では、価値ある作品を発掘・評価するため、障がいのある方々を対象とした公募展（現代アートの世界に輝く
新星発掘プロジェクト）を実施しており、本事業においては、この公募展入選作品の販売支援を必ず含むものとします。
　（※２）　詳細については、あらかじめ大阪府地域福祉課（25ページ参照）までお問い合わせください。
②対象経費
注）事業に必要と認められる次の経費で、助成対象事業期間中に経費支出が完了するものに限ります。
また、下記経費以外は助成対象となりません。
	科　　　目
	内　　　　　　　　　　　　　容

	謝金
	アドバイザー、講師等（弁護士、美術館学芸員等、専門的見地からの助言、情報提供を受けるため外部専門家）に対する謝礼

	交通費
	販路開拓、作品販売支援のための移動に要する経費（※公共交通機関等交通費の実費相当額）

	会場使用料
	アートフェア等への出品、企画展開催、研修実施等に係る経費

（※会場・ブース・会議室使用料等）（※附帯設備費を含む）

	備品費
	事業に不可欠な備品の購入・リース料等　※耐用年数の長いものはリース料に限ります。

	その他事業費
	・人件費（報酬、共済費）　※事業に専従する専門員に係る報酬及び共済費

・販路開拓や作品販売支援に要する経費 ※渡航費用、運搬費、保険料等

・アートフェア等への代行出品に要する経費　　
・広報活動に要する経費　※情報発信のためのウェブサイト構築等

・その他市場化参入のシステムづくりにつながる取組みに係る経費
・その他上記以外のもので、大阪府地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会が特に助成金の交付が必要と認める経費


③審査基準
次の審査基準に基づき審査を行い、それぞれの評価に総合評価を加えた上で助成事業を決定します。
※「地域福祉推進審議会福祉基金運営分科会」の審査（５月下旬頃）において、原則、プレゼンテーションを実施していただきます。

■　基本項目　　※基本項目(1)(2)が「否」であれば、(3)以降の審査を行いません。
（１）大阪府福祉基金運営要綱に定める振興助成の対象となる事業（以下(a)(b))であるか。

　　　(a)地域福祉活動の振興に寄与する事業　　(b)府民の福祉意識の向上に寄与する事業

（２）募集テーマに合致しているか。

■　事業評価項目　
（３）事業成果を評価できる内容となっているか。

①障がい者の作品のアート市場における認知度向上や販売促進に向けた具体的な取組み内容を含んでいるか。
②事業実施により得られた市場参入支援のノウハウやネットワークがアート活動を行う作者や福祉施設等に普及できるものであるか。

③アート市場関係者のみならず、広く府民に対して障がい者アートへの関心を喚起するものであるか。

（４）実施の可能性が高い事業計画であるか。

（５）アートフェアやギャラリーへの出品、アートフェスティバルへの参加等の実績があり、事業を円滑に行う体制を有しているか。

（６）地域福祉活動や、障がい者の社会参加・自立支援活動等の実績を有しているか。
福祉基金は、府民の皆様からのご厚志によって支えられています。
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